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【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要

１ 予算議案

議案第１号 令和６年度一般会計補正予算（第１号）
国庫補助決定に伴うもの及びその他必要とする経費について措置するもの。

議案第14号 令和６年度一般会計補正予算（第２号）
硫黄山河川白濁対策等に必要な経費について措置するもの。
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【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要
１ 一般会計歳入一覧 （単位：千円、％）

議案第１号 議案第14号
277,763,392 172,148 77,327 278,012,867 42.0

県 税 107,240,000 0 0 107,240,000 16.2
地 方 消 費 税 清 算 金 54,236,475 0 0 54,236,475 8.2
分 担 金 及 び 負 担 金 2,575,798 0 0 2,575,798 0.4
使 用 料 及 び 手 数 料 9,408,497 0 0 9,408,497 1.4
財 産 収 入 1,232,401 0 0 1,232,401 0.2
寄 附 金 495,510 0 0 495,510 0.1
繰 入 金 51,613,304 172,148 77,327 51,862,779 7.8
繰 越 金 0 0 0 0 0.0
諸 収 入 50,961,407 0 0 50,961,407 7.7

382,018,608 1,793,939 0 383,812,547 58.0
地 方 譲 与 税 21,137,000 0 0 21,137,000 3.2
地 方 特 例 交 付 金 2,569,000 0 0 2,569,000 0.4
地 方 交 付 税 191,779,000 0 0 191,779,000 29.0
交 通 安 全 対 策 特 別交 付 金 313,000 0 0 313,000 0.0
国 庫 支 出 金 98,757,608 1,445,239 0 100,202,847 15.1
県 債 67,463,000 348,700 0 67,811,700 10.2

659,782,000 1,966,087 77,327 661,825,414 100.0
（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

補正前の額 構成比

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

今回補正額
補 正 後款  別
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２ 一般会計歳出一覧

【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要

（単位：千円、％）

議案第１号 議案第14号
議 会 費 1,187,878 0 0 0 1,187,878 0.2
総 務 費 55,411,339 488,285 488,285 0 55,899,624 8.4
民 生 費 101,081,668 32,716 32,716 0 101,114,384 15.3
衛 生 費 29,200,441 150,590 84,138 66,452 29,351,031 4.4
労 働 費 1,800,806 0 0 0 1,800,806 0.3
農 林 水 産 業 費 54,086,060 146,610 135,735 10,875 54,232,670 8.2
商 工 費 46,996,690 223,614 223,614 0 47,220,304 7.1
土 木 費 72,175,194 927,429 927,429 0 73,102,623 11.0
警 察 費 29,958,082 0 0 0 29,958,082 4.5
教 育 費 124,703,510 74,170 74,170 0 124,777,680 18.9
災 害 復 旧 費 17,632,062 0 0 0 17,632,062 2.7
公 債 費 72,755,692 0 0 0 72,755,692 11.0
諸 支 出 金 52,692,578 0 0 0 52,692,578 8.0
予 備 費 100,000 0 0 0 100,000 0.0
一 般 会 計 合 計 659,782,000 2,043,414 1,966,087 77,327 661,825,414 100.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

構成比款 別 補正前の額 補正後今回補正額
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要

議案第１号 議案第14号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

繰 入 金 51,613,304 172,148 77,327 51,862,779 【議案第１号】

◎基金繰入金 172,148

○財政調整積立金繰入金 122,148

○宮崎再生基金繰入金 50,000

【議案第14号】

◎基金繰入金 77,327

○財政調整積立金繰入金 77,327
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要 ⑸

議案第１号 議案第14号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

国 庫 支 出 金 98,757,608 1,445,239 0 100,202,847 【議案第１号】
◎国庫負担金 86,900

○土木費国庫負担金 86,900
・道路新設改良費

◎国庫補助金 1,337,753
○総務費国庫補助金 654,348

・物価高騰対応重点支援地方創生
 臨時交付金

○民生費国庫補助金 1,809
・障がい者自立支援事業費

○衛生費国庫補助金 76,612
・ゼロカーボン推進事業費

○農林水産業費国庫補助金 135,735
・農畜産物輸出拡大施設整備事業等

○土木費国庫補助金 453,161
・社会資本整備総合交付金事業費等
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第14号】
令和６年度一般会計補正予算（第１号、第２号）の概要

議案第１号 議案第14号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

国 庫 支 出 金 ○教育費国庫補助金 16,088

( つ づ き ) ・情報教育等設備整備費等

◎委託金 20,586

○教育費委託金 20,586

・教育方法等改善研究委託費

県 債 67,463,000 348,700 0 67,811,700 【議案第１号】

◎県債 348,700

○土木債 348,700

・道路橋梁事業費等

歳 入 合 計 659,782,000 1,966,087 77,327 661,825,414
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令和６年度６月補正歳出予算説明資料（部別総括表）　　総務部

（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源

総務部 227,706,784 2,933 0 0 2,933 227,709,717 228,393,167 256,689,673 

  一般会計 153,317,750 2,933 0 0 2,933 153,320,683 150,404,069 179,667,951 

　　 総務課 434,677 0 0 0 0 434,677 402,364 402,966 

　　 人事課 5,967,047 2,933 0 0 2,933 5,969,980 4,780,465 4,710,195 

　　 財政課 80,021,445 0 0 0 0 80,021,445 80,892,005 110,468,059 

　　 財産総合管理課 3,819,871 0 0 0 0 3,819,871 2,150,368 1,907,251 

　　 税務課 58,224,647 0 0 0 0 58,224,647 57,750,788 57,876,931 

　　 市町村課 1,449,785 0 0 0 0 1,449,785 1,897,971 1,686,236 

　　 総務事務センター 733,417 0 0 0 0 733,417 685,680 665,466 

　　 危機管理課 1,683,100 0 0 0 0 1,683,100 956,138 1,105,195 

　　 消防保安課 983,761 0 0 0 0 983,761 888,290 845,652 

　　          

  特別会計 74,389,034 0 0 0 0 74,389,034 77,989,098 77,021,722 

　　 財政課 74,389,034 0 0 0 0 74,389,034 77,989,098 77,021,722 

区分

令和６年度 令和５年度

当初予算額 最終予算額補正前の額 補正額
財源内訳

補正後の額
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令和６年度６月補正歳出予算説明資料（目別総括表）　　人事課

（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源

人事課　計 5,967,047 2,933 0 0 2,933 5,969,980 4,780,465 4,710,195 

  一般会計 5,967,047 2,933 0 0 2,933 5,969,980 4,780,465 4,710,195 

　（款）総務費 5,967,047 2,933 0 0 2,933 5,969,980 4,780,465 4,710,195 

　（項）総務管理費 5,967,047 2,933 0 0 2,933 5,969,980 4,780,465 4,710,195 

　　（目）一般管理費 1,529,928 2,933 0 0 2,933 1,532,861 1,481,379 1,419,304 

　　（目）人事管理費 4,437,119 0 0 0 0 4,437,119 3,299,086 3,290,891 

区分

令和６年度 令和５年度

当初予算額 最終予算額補正前の額 補正額
財源内訳

補正後の額
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令和６年度６月補正歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　人事課

（単位：千円）

目 事項
補正額 事項名 補正前の額 補正額 説明及び事業名 補正後の額

一般管理費 2,933 人事調整費 993,954 2,933 人事給与管理の調整に要する経費【所要見込額の増に伴う補
正】

996,887

１　職員手当の調整経費 2,933 



【議案第４号】
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由
地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める総務省令が

改正されたことから関係規定の改正を行う。

２ 改正の内容

３ 施行期日
公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。

２ 特別議案

税務課

適用期限を３年間延長
（改正前）令和６年３月３１日まで
（改正後）令和９年３月３１日まで

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置
法第24条の地方税の課税免除又は不均一課税に
伴う措置が適用される場合等を定める省令
（令和３年総務省令第31号）

適用期限を２年間延長
（改正前）令和６年３月３１日まで
（改正後）令和８年３月３１日まで

地域再生法第17条の6の地方公共団体等を定める
省令
（平成27年総務省令第73号）
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【議案第８号】
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

人事課

２ 主な改正の内容
新たに「災害応急作業等手当」を設ける。

（１）異常な自然現象により重大な災害が発生した場合等で、下記の現場において行う巡回監視（日額
710円）、応急作業等（日額1,080円）

① 河川の堤防等
② 通行が禁止されている区間内の道路等
③ 港湾施設等

（２）上記作業等に相当すると知事が認める作業（日額1,080円以内）
※ 能登半島地震等の大規模災害における避難所運営の業務、罹災証明に係る家屋調査等の応急作

業等

３ 施行期日
公布の日から施行する。

ただし、２（２）については、令和６年１月19日（能登半島地震における応急作業等のため、
本県職員を派遣した日）から適用する。

１ 改正の理由
災害応急作業等手当については、令和６年１月の総務省通知において支給対象業務が拡大され、

同年２月には人事院規則において手当額の改定等も行われた。
本県においても１月以降、能登半島地震に係る職員の派遣を行っており、総務省により支給対

象業務に該当しうると示された災害時の応急作業等に従事した場合等に当該手当を支給するため、
改正を行うものである。
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【報告第１号】
専決処分の承認を求めることについて

１ 改正の理由
地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が公布され、令和６年

４月１日から施行されることに伴い、宮崎県税条例の関係規定の改正を行ったもの。

２ 改正の内容
不動産取得税に係る特例措置の延長に伴う改正

（１）税率の特例措置の延長
住宅又は土地の取得に係る不動産取得税については、地方税法第73条の15により

「４％」と定められているところ、税率の特例措置として同法附則第11条の２により
「３％」に軽減されており、この税率の特例措置の適用期限を3年間延長した。

３ 報告承認

税務課

宮崎県税条例の一部を改正する条例（令和
６年条例第32号）令和６年３月30日

改正後改正前
令和9年3月31日まで令和6年3月31日まで
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（２）減額措置の期間要件の特例措置の延長
特例適用住宅新築用土地に係る減額措置は、地方税法第73条の24により土地の取得

の日から「2年以内」に住宅新築した場合と定められているところ、特例措置として同
法附則第10条の３により「３年以内」又は「４年以内」と期間要件が緩和されており、
この期間要件の特例措置の適用期限を２年間延長した。

３ 施行期日
この条例は、令和６年４月１日から施行した。

改正後改正前
令和8年3月31日まで令和6年3月31日まで
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４ 報告事項

所属 款 項 事業名 繰越額（円） 繰越理由

財産総合管理課 総務費 総務管理費 庁舎公舎等保全事業 84,766,000
工法の検討に日時を要したことによる
もの。

財産総合管理課 総務費 総務管理費 電気機械管理事業 85,295,000
工法の検討に日時を要したことによる
もの。

財産総合管理課 災害復旧費
県有施設
災害復旧費

県有施設災害復旧事業 3,464,000
関係機関との調整に日時を要したこと
によるもの。

危機管理課 総務費 防災費
指定避難所（県有施設）
の環境改善緊急対策事業

161,518,000
補正予算の関係により、工期が不足す
ることによるもの。

消防保安課 総務費 防災費
航空消防防災管理運営事
業（臨時整備）

5,599,000
関係機関との調整に日時を要したこと
によるもの。

５事業 340,642,000計

令和５年度宮崎県繰越明許費繰越計算書



みやざき行財政改革プラン（第四期）の取組状況について

人事課行政改革推進室

１ 基本的な考え方
【基本理念】

県総合計画の基本理念『安心と希望の未来への展
望』を支える持続可能な行財政基盤の確立

限られた人員・財源の中で、多様化する県民ニー
ズや突発的業務に的確に対応していく必要性

柔軟かつ機動的な組織体制のもと、人材育成・確
保に取り組むほか、多様な主体との連携によるノウ
ハウの活用や行政のデジタル化等により、県民本位
の行財政改革を推進

２ 推進期間

令和５年度から令和８年度まで（４年間）

５ その他報告事項
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視点２ 多様な主体との連携と県民目線のサービスの提供

○ NPOや企業、大学等の多様な主体との協働
・ ＮＰＯや社会福祉法人等と県の関係課による協働事業の実施
・ 包括連携協定による企業等と連携した地域社会の活性化及び

県民サービスの向上の取組

視点１ 県政運営を支える行政基盤の構築と人材づくり

○ 行政需要に対応した簡素で効率的な組織体制の見直し
・ 日本一挑戦プロジェクトに向けた組織体制の見直しとして、

「再造林推進室」「スポーツランド推進課」を設置
・ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催に向け、部

相当の組織として「宮崎国スポ・障スポ局」を設置

〇 適正な定員管理の実施
・ スクラップ・アンド・ビルドを基本に、県民サービスの水準維

持、社会情勢の変化等を反映した適正な定員管理を実施

【職員数の推移】 各年度４月１日現在（単位：人）

３ 主な改革プログラムについて

〇 職員の確保・育成
・ 多様な人材確保に向けた採用試験制度見直し
・ OJTや研修等による職員の育成
・ 高齢期の職員が有する専門的知識や経験を活かすことができる

人事配置

令和５年度は新たに２社と包括連
携協定を締結
（R6.3.31時点：40協定締結）

※写真はテゲバジャーロ宮崎との
包括連携協定式

〇 市町村との連携
・ 市町村等との職員相互派遣の実施
・ 法令や事務の権限委譲（R6.4.1時点：74法令1,215事務）

○ 指定管理者制度の活用
・ 県民サービスの向上及び利用者数の拡大を図るため、公の施設

の運営に民間のノウハウを活用する指定管理者制度を引き続き導入
（R5年度新たに２施設に導入。R6.4.1時点：142施設に導入）
・ 人材の確保・育成の安定化等の観点から、原則指定期間を３年か

ら５年へ変更

R9
(目標値)

･･･R6R5R4R3

約3,900･･･3,8213,8123,7853,791知事部局
等

〇 危機管理能力の強化
・ 職員の危機管理能力・意識の向上を目的とした研修や図上訓練

の実施
・ 地域防災計画等を下支えする業務継続計画（ＢＣＰ）の推進を

図るため、各部局における事前の備えとなる各種訓練等を実施

アミノバイタルトレーニングセンター宮崎 アスリートタウン延岡アリーナ
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視点４ 健全な財務基盤の構築と資産の有効活用

○ 自主財源の確保とコスト縮減
・ 県税確保のため、市町村との併任人事交流や自動車税種別割

の納期内納付キャンペーンを実施

○ 県有財産等の資産の有効活用
・ 県有施設等へのネーミングライツの活用

令和５年７月に新宮崎県体育館におけるネーミングライツス
ポンサー企業が決定（R6.4.1時点：６施設で導入）

・ 知的財産権の取得と活用促進
商工業や農業、林業などの各分野において、新技術の開発を

行い、特許権を取得

視点３ 行政のデジタル化と働き方改革の推進

○ 行政サービスのデジタル化
・ 税務手続における、共通納税システムの対象税目拡大
・ 県公式ＬＩＮＥアカウントにおけるチャットボット機能導入

３ 主な改革プログラムについて

○ ICTの活用等による業務効率化
・ RPAやAI-OCRなどのICTツールの利用拡大
・ デジタル人材の育成を推進を図るため、デジタルに関する研

修の実施や、国家資格の取得に係る補助等を実施

○ 柔軟な働き方の推進
・ テレワークや時差出勤など、職員の事情に合わせた勤務制度

の積極的な活用
・ サテライトオフィスの設置やWeb会議ブースの設置等による

執務環境の整備

【県公式LINE】

「出逢い・結婚、妊娠・出産、子育て」、
「県税（自動車税種別割）」、「自動車
運転免許」、「パスポート」、「災害リ
スク情報」の５分野について、自動応答
により24時間必要な情報の取得が可能

○ 仕事と子育てが両立できる職場環境の整備
・ 子育てマイプランを活用した計画的な育児休業等の取得推進

や、育休による他職員の業務負担を軽減するための、育休代替
職員の配置
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（単位：億円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

6,266 6,405 6,351 6,381 6,345 6,303 6,318 6,245 6,287 6,274

661 687 659 647 659 631 635 580 599 589

6,598 6,639 6,581 6,599 6,574 6,534 6,546 6,481 6,519 6,534

681 708 674 686 717 726 722 719 720 719

1,268 1,388 1,356 1,326 1,341 1,308 1,310 1,245 1,266 1,268

▲ 332 ▲ 234 ▲ 230 ▲ 218 ▲ 229 ▲ 230 ▲ 228 ▲ 235 ▲ 233 ▲ 260

469 453 440 439 427 413 402 383 367 323

8,481 8,500 8,561 8,520 8,499 8,445 8,387 8,293 8,259 8,223

5,704 5,941 6,188 6,392 6,585 6,744 6,876 6,951 7,040 7,113

※財政関係２基金残高及び県債残高については、年度末見込み

県債残高

　うち臨時財政対策債除く

　普通建設事業費

歳入

　県債（臨時財政対策債除く）

歳出

　公債費

収支不足

　財政関係２基金残高

２ 財政見通しの公表

⑴ 財政見通し

⑵ 公債費と県債残高の推移

⑴ 財政関係２基金の残高確保

⑵ 県債残高の抑制

⑶ 健全化判断比率の維持

5,704
7,113

2,777 1,110

681

708

674

726 719

600

620

640

660

680

700

720

740

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
県債残高（臨財債除く） 県債残高（臨財債） 公債費

（県債残高）
億円

（公債費）
億円

１ 財政健全化に係る目標

4 財政健全化指針について

⑶ 健全化判断比率の推移
（単位：％）

R4 同規模県平均 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
実質公債費比率 11.4 11.0 11.6 11.8 11.3 11.2 11.1 11.1 11.2 11.3 11.1 11.0 10.9
将来負担比率 97.3 157.6 92.8 97.2 100.9 104.9 109.6 111.9 113.1 114.9 115.3 117.1 119.0

（指針策定時）

実質公債費比率 11.0%

将来負担比率 111.2%

実質公債費比率 11.4%

将来負担比率 97.3%

※　早期健全化基準：実質公債費比率 25.0%、将来負担比率 400.0%

令和元年度決算

令和４年度決算

みやざき行財政改革プラン
（第四期）

○実質公債費比率とは
標準財政規模等（※）に対し、一般会計等だけでなく公営企業の元利償還金に対する

繰出金等まで含めた、実質的な公債費負担の割合
○将来負担比率とは

標準財政規模等（※）に対し、一般会計等や公営企業の借入金等に加え、出資法人等
の負債など将来負担が生じる可能性があるものまで含めた負債の占める割合

（※）標準財政規模… 標準的な税収見込額に普通交付税を加算した額

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、議会の議決を経て、
財政健全化計画を定めなければならない。

（参考：健全化判断比率について）

令和元年度 年度末残高 440億円 （指針策定時）

令和６年度当初後 年度末残高見込み 469億円

8,405億円 （指針策定時）

うち臨時財政対策債 3,631億円

うち臨時財政対策債を除く 4,774億円

8,481億円

うち臨時財政対策債 2,777億円

うち臨時財政対策債を除く 5,704億円

令和元年度 年度末残高

令和６年度当初後 年度末残高見込み
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5 数値目標の進捗状況(主なもの）

目標実績策定時
数値目標の名称

令和８年度令和５年度令和４年度

（R9.4.1）
約3,900人

(R6.4.1)
3,821人

（R5.4.1)
3,812人

知事部局等職員数

(R9.4.1)
20.0%

(R6.4.1)
19.7%

(R5.4.1）
19.1%

知事部局職員の副主幹ポスト職以上に占める女性の割合

215件180件184件県とＮＰＯ・ボランティア等との協働事業件数

3,380,000人2,663,633人2,762,642人指定管理者制度導入施設における利用者数

50.0%39.3%9.7％共通納税システムの利用率

24,000時間13,800時間10,600時間ＲＰＡ、ＡＩ等のＩＣＴの活用による作業削減時間

70.0%59.3%61.5%
職員のワーク・ライフ・バランスの実現度
（知事部局）

70.0%64.5%62.8%
庁内の働き方や仕事の進め方に対する満足度
（知事部局）

85.0%52.9%44.0%男性職員の育児休業取得率（知事部局）

87.2%86.1％84.8%自動車税種別割納期内納付率（件数ベース）
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宮崎県産業廃棄物税条例の見直しについて
税務課

１ 税の目的と課税継続の検討
循環型社会の形成に向け、九州各県で共同し、産業廃棄物の排出抑制、再生利用の促進その他

適正な処理の推進を図る施策に要する費用に充てるため、産業廃棄物税を導入することとし、
平成17年４月から同時に産業廃棄物税条例を施行している（本県では、宮崎県産業廃棄物税条例）。
これまで５年ごと（平成21、26、令和元年度）に産業廃棄物の排出抑制等の効果を検証し、
産業廃棄物税の課税を継続しているところであるが、令和６年度も検証結果を踏まえ課税継続等
について検討することとする。

２ 今後のスケジュール（下線部は主に税務課対応）

令和６年６月 産業廃棄物の排出抑制等の効果等の検証
７月 九州各県との事務打合せ
10月 関係団体との意見交換
11月 常任委員会への検討結果、改正内容の報告

令和７年２月 ２月議会定例会にて議案提出
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国民保護の取組について
危機管理課

１ 概要

２ 検討内容

３ 避難元市町村と避難先県の設定

○ 住民の避難などの国民保護の措置は、国が示した対処基本方針に基づき、都道府県、市町村、関係機関等が協
力して実施。

○ 沖縄県の住民の避難については、離島における避難の適切な実施のための体制づくりに資するよう、国が特段
の配慮をすることが必要とされている。

○ 国と沖縄県は、県域を越える広域避難を想定し、令和４年度から先島諸島の住民避難にかかる図上訓練を実施。
令和６年度から、ひとつの想定として九州・山口各県を避難先に設定。

○ 国からは、国、沖縄県、先島諸島の自治体と連携の上、令和８年度を目途として、避難住民の受入れに必要な
準備事項や役割分担等を整理し、「受入れ基本要領」を作成するよう依頼あり。

本年度は避難当初の約１か月間における次の事項について整理し、熊本県が作成した八代市でのモデル計画を参考
に、受入れに係る初期的な計画を作成。

①輸送手段の確保 ②収容施設(ホテル等）の供与
③食品・飲料水の調達・提供 ④生活必需品の調達・提供
⑤避難者の健康管理 ⑥通信設備の提供

※令和７年度以降は、避難が長期化する場合に必要となる支援等の検討を行う予定。

避難先でのコミュニティ維持、経由空港からのアクセス及び各県の宿泊施設等のキャパシティ等を勘案し、
次のとおり設定。

避難先県
避難元市町村
（経由空港）

避難先県
避難元市町村
（経由空港）

福岡県

宮古島市 （鹿児島）

山口県

石垣市 （福岡） 熊本県福岡県

宮崎県大分県

鹿児島県長崎県竹富町 （福岡）

熊本県多良間村 （鹿児島）佐賀県与那国町 （福岡）
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４ 令和６年度のスケジュール

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月

関係機関・事業者
へのヒアリング、
課題等の抽出

初期的な計画の作成手続

国と各県の
検討会（第１回）

国と各県の
検討会（第２回）

初期的
な計画
の作成

議会への
報告

＜参考＞令和５年度に熊本県が作成した八代市での受入れモデル計画の概要
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